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論 文 要 旨       

 

 

所属ゼミ    浅川  研究会 学籍番号 81130730 氏名 時岡章一 

（論文題名） 

日本の中小企業の海外展開におけるボーングローバルモデルの展開可能性について 

 

 

 

 

 

（内容の要旨） 

 

本論文では、ボーングローバルモデルと呼ばれる、北欧やオーストラリアなどで成長している創業

後、比較的すぐに海外展開し海外市場を目指す企業群の特徴を参考とし、日本企業では比較的ボー

ングローバルモデル的な特性を持つ日本電産やファナックなど企業を調査した上で、新たな日本型

のボーングロールモデルを提案した。 

さらに、ボーングローバルモデルの有効性を検証するため、日本の中小企業の現状について中小企

業白書などを活用し調査した。その結果、日本経済における中小企業の重要性が明らかになり、海

外展開により、更なる収益拡大を図ることが今後の成長に向けての大きな課題であることが判明し

た。 

さらに、海外展開している企業群のデータを抽出し、ボーングローバルモデルの有効性について調

査するため、重回帰分析を含む解析を行い、実証を行った。 

 

実証の際に用いた仮説は以下の 3つである。 

仮説 1.グローバル化は企業のパフォーマンスを加速させる 

仮説 2.ボーングローバル適合度が高いほど、パフォーマンスが高い傾向がある 

仮説 3.多数の国に進出している企業ほど、企業のパフォーマンスは高い 

分析の結果、仮説 1，3は成立したものの、仮説 2は棄却された。 

 

以下の結論が本論文では得られた。 

1.海外展開に関しては、一般的に企業のパフォーマンスを加速させるといわれていたが、創業期の

企業や中小企業にとっても同様で、企業パフォーマンスを加速するという結論が得られた。 

2.ファナックや日本電産のように、日本型のボーングローバルモデルともいえる企業が存在するこ

とを確認した。さらに、その類型化のもととなる、内部資源・外部環境の観点から見たボーングロ

ーバル適合度のモデルを提案した。 

3.ボーングローバルモデルの有効性について重回帰分析を用いて実証を行った結果、展開国数が多

い方、また創業後遅めに海外に進出した方が、高いパフォーマンスを挙げる傾向があることが分か

った。 

4.ボーングローバルモデルがいかなる環境においても高いパフォーマンスを出すとは一概に言え

ず、ボーングローバルモデルは万能なモデルではないことが判った。しかし、逆に創業後国内で成

長が成熟した後で海外展開する方が高いパフォーマンスをあげるとも言えなかった。 

つまり、ボーングローバルモデルは、あくまでも外部環境や内部資源の状況に合わせて選択し、適

用するモデルであるということが分かった。 

 

今後の示唆としては、以下の 3点が挙げられる。 

1. ボーングローバルモデルのデータ整備が進むことによるモデルの精緻化 

2. 日本電産やファナックなどのフィールドスタディの実施から得られる教訓などの調査 

3. グローバル企業という言葉の再定義による、ボーングローバルモデルの成功の定義を決めるこ

と 
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第 1章 序論 

1-1 研究の目的・背景 

バブル期以降の失われた 20 年を経て、日本企業については更なるグローバル化が

叫ばれており、新興市場への積極的な進出により、新興国の成長の果実を得ることが

求められている。 

これまで、日本企業は様々な経路で海外展開を行ってきた。1960-70 年代の高度経

済成長期に大きく成長した日本の大企業は、豊富な経営資源と製品優位性を持ち、為

替面でも有利であった。そのため、海外に販社を設けて日本で生産した製品をそのま

ま輸出する、また低コスト生産を行うため海外に工場を作った上で、日本に逆輸入し、

更には海外で販売する方法や、生産販売共に地産地消する例など展開方法は多数存在

する。 

学術的にも、海外展開に関しては、関連的な多角化を行うべきといった先行研究も

多数あり、多国籍企業論や海外直接投資といったような様々な角度から研究されてい

る。 

しかし、中小企業については、大企業と異なり経営資源が豊富ではないことから、

大企業と同様に正攻法的な進出方法をとる以外にも様々な海外展開手法を取ってい

る。例えば、製造業の下請け企業が海外進出する場合には、例えば元請企業に追随す

る形で進出した工場の近くに下請け企業も進出したり、低コスト生産を行うために人

件費が相対的に安い国へ進出したりしている。 

一方、昨今爆発的に普及したモバイルゲーム企業等では、当初は最先端であった日

本の携帯電話をベースにゲームやアプリケーションを作り収益をあげていたが、

IPhone や Android といった共通の基盤を持つモバイル市場が爆発的に広まったこと

で、日本で開発を行いつつも、日本で海外市場のニーズに合ったソフトウェアを作り、

ゲームを配信して、課金収入を行うスタイルで海外展開を行っているケースもある。

つまり、各産業の構造や外部環境の変化等によって、海外展開のスタイルも、多種多

様にあるといえる。 

しかし海外の企業に視点を移すと、創業当初からグローバル市場をターゲットとし、

オーストラリア等の海外の国々では、創業の初期段階から海外展開を図り、成功する

企業が徐々にではあるが散見され、この企業を”ボーングローバル企業”と呼ばれ、

様々な研究者により研究がなされている。オーストラリア以外にも欧州企業、特にフ

ィンランド・ノルウェー・スウェーデンといった北欧の諸国を中心に多数見られてい

るが、基本的には自国の市場の小ささというハンディキャップを乗り越えるためにと

られている施策で、近年、ソフトウェア・バイオ・医療などの業界で、日本でも成功



 

3 

例がいくつか見られるようになった。 

今後日本市場はさらに成熟し競争が激化する一方、海外市場では新興国を中心に成

長余力のある国も多くあり、今後はこのボーングローバル型企業がさらに日本でも増

えてくるものと考えられる。今後は日本の持つ技術を活かして、海外市場で成功する

企業が今後も増えるものと思われ、こういった企業がどのようなプロセスで海外進出

を遂げるのかが注目される。 

本研究では、日本の中小企業への“ボーングローバル”モデルの活用可能性を検証

する。過去に多数の研究者により行われたボーングローバルモデルを参考にしつつ、

日本の中小企業への適用可能性を検証し、適用できない部分とできる部分を明らかに

した後に、このモデルを修正することで、新たな国際展開モデルとしての「日本型ボ

ーングローバルモデル」の構築を行う。 

更に、新たな日本企業のグローバル展開に関するモデルについて検討し、考察を加

えたうえで新たな示唆を与え、今後の日本企業にグローバル化のプロセスをより良く

するための一助を与えるものとする。 

 

 研究の意義 

本研究の意義としては主に 3 つある。 

1. 日本企業、特に中小企業に向けた新たな海外展開モデルの構築 

 現在、日本でも国内市場の超成熟化が叫ばれ、既存産業の競争は一般的に非

常に激しいといわれている。日本企業の活性化のためにも中小企業の海外市場

での育成が叫ばれているが、海外市場への進出が進んでいるとは言えない。現

状を打破するためには新たな海外展開モデルの開発が求められている。 

 今回はボーングローバルモデルをベースにしつつ、日本企業にとって有効な

海外展開手法を検証する。更に、既存の中小企業に対しても、構築したモデル

との差異を明らかにすることで、どういったプロセスで海外展開するのが有効

的であるかを明らかにする 

2. リソースの無い中小企業を分析するからこそ有用な示唆が得られる点 

 中小企業というリソースの無い状況であるからこそ、海外展開に有用なファ

クターが得られると考えている。大企業は一般にストックを多数保有すること

から様々な海外展開の方法が考えられる。しかし、中小企業はリソースが少な

い状況であるからこそ、初期に最良と思われる方法を取らざるを得ない。故に、

多くの研究がおこなわれている大企業を分析するよりも、中小企業の方が研究

対象として相応しく、大企業を分析するよりも様々な示唆が得られると考えら
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れ、意義があると考える。 

 

3. ボーングローバルモデルの日本での活用方法を検討する。 

 一般的に、日本ではボーングローバルモデルが適用されにくいとされてきた。

日本は世界 3 位の GDP を持つ一方で、言語的・文化的には独自性が強く、直

ぐに世界市場に打ってでるよりも、国内での成長を志向しつつ、成長のステー

ジに応じて海外に出ていくという意識が強いためである。しかし、日本を取り

巻く環境も変わり、国内成長の鈍化、中国や新興国の急成長、アメリカ一極支

配の終焉などから、世界に打って出て市場を確保しないといけない状況に徐々

になりつつある。よって、今後の企業は海外展開のモデルを創業初期に考慮す

る必要があり、ボーングローバルモデルを比較参考としつつ、新たな日本での

活用方法を検討したい。 
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第 2章 日本の中小企業の現状について 

2-1 中小企業白書から見る中小企業の現状 

第１章で記した問題意識を確認するため、日本の中小企業の現状について様々

な調査を行ったので本章で記す。 

目的としては、日本における中小企業の全体的な概況と海外展開に関する現状

を正確に理解した上で、ボーングローバルモデルとの差異や今後の解析検証を行

うための基礎調査として実施した。 

中小企業に関する調査としては主に２分類あり、主に公的機関の調査として経

済産業省や中小企業庁が実施している調査と、民間機関の調査として銀行やシン

クタンクなどが行っている調査の２種類がある。今回は、総務省統計局の中小企

業に関するデータと、中小企業の現状をまとめた資料として知られている通商産

業省発行の「中小企業白書」を利用して、日本の中小企業の現状を説明する。 

 会社ベースでの大企業と中小企業比率 

 

引用：2012 年中小企業白書 P308 

表 1.会社ベースでの中小企業数と大企業数の比較 
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個人事業所等を含まずに会社ベースで中小企業数と大企業数を比較した

場合には、中小企業は約 99%を占めており、大多数を占めており、日本経

済活動においても重要な位置づけを占めている。 

 

 雇用者数 

 

表 2. 企業ベースでの大企業と中小企業の雇用者数の比較 

企業ベースでの雇用者数を大企業と比較した場合には、日本の労働者人口約

4300 万人のうち、中小企業は約 3 分の 2 にあたる約 2800 人を雇用している。

特に製造業・卸売業、小売業・サービス業などがメインとなって雇用を生み出し

ており、これらの企業の活性化が日本の雇用環境の改善するにあたって重要なポ

イントとなることが見て取れる。 
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 開業率・廃業率 

 

表 3.開業率と廃業率 

個人企業を含む企業ベースでの開業率と廃業率の比較を行うと、2006 年度か

ら 2009 年度の開業率と廃業率については、廃業率は 6.2%に対して、開業率

は 2.0%と、廃業率が大きく上回っている状況であり、徐々に中小企業を含む

企業群の体力が失われ、廃業に追い込まれている様子が見て取れる。 

 

 製造業における出荷額 

 

表 4.製造業における中小企業と大企業の出荷額比較 

製造業においては大企業と中小企業の出荷額の比較では、大企業が約 53％に

対して、中小企業が約 47％であり、ほぼ拮抗している。また、製造における

付加価値額でみると、中小企業が約 53％、大企業が約 47％であり、逆転して

いる。 
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 小売業における出荷額 

 

表 5.小売業における中小企業と大企業の出荷額比較 

小売業においては、大企業と中小企業の出荷額の比較では、大企業が約 29%

に対して、中小企業では約 71%であり、中小企業の方が大きい。 

 

 業績状況 

 

表 6. 法人企業の財務・損益状況（中央値） 

大企業と中小企業の法人企業の財務損益状況については、リーマンショックや

その後の景気悪化の影響を受けて、中小企業は 2008 年から 2009 年に売上高

が大きく回復したものの、2010 年に掛けては成長が鈍化。大企業は 2008 年

以降売上高については成長していない。 
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2-2 海外展開の現状 

続いて、中小企業の海外展開の現在の状況と課題について説明する。 

 輸出企業数の推移 

 

表７．中小製造業における輸出企業の数と割合の推移 

中小製造業における輸出企業数の数と割合の推移に関しては、海外展開を行う

中小製造業は一貫して増加していたが、2009 年はリーマンショックの影響もあ

って減少した。しかし、中小製造業全体に占める海外輸出企業の割合は 2002 年

以降増加傾向を続けており、今後も増える基調にあると考えられる。 

 人数別の海外輸出企業比率（中小製造業） 

 

表 8. 従業員別の海外輸出企業比率（中小製造業） 
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表 9.従業員別の海外直接投資（海外子会社を持つ）企業の比率 

 

主に輸出などを行う中小製造業の海外展開比率については、200 人以上の会社

では、20％前後の海外展開企業比率であり、ある程度企業が大きくなるにつれて、

海外展開を行う会社が増えるという想定通りの結果が得られている。 

 

さらに、海外に子会社を持ち、海外生産や販売などの事業を実際に行っている

会社の比率について、表 9 に記す。200 人以上の会社規模を持つ企業の比率は、

表８の海外輸出を行っている企業の比率と大きく変わらないことから、従業員

200 人を超える会社は、直接海外に子会社を持って生産・販売などの活動を行っ

ている割合が多いと考えられる。 

つまり、現時点で会社規模が小さい段階から海外展開を積極的に行っている企

業は非常に少なく、国内重視での企業活動がメインであるといえ、小規模の５０

人以下の企業の海外進出は進んでいない。このような小規模の中小企業がどのよ

うに海外展開を計画し、実際に進出するのを容易にするための何らかの取り組み

は重要となる。 
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 海外展開の収益性 

 

表 10.海外展開の増益効果 

海外展開を行った企業に調査を行った結果、約 62％の企業が「輸出は企業利

益を増加させる」と回答し、約 56%が「海外直接投資（子会社保有）は企業利益

を増加させる」と回答している。つまり企業は、海外進出が利益を増加させると

考えているが、創業初期には保守的な戦略をとることが多く、なかなか海外展開

に対しては積極的なポジションを取りにくい状況に置かれているといえる。 

 海外展開企業の国内雇用者数の伸び率 

 

表 11. 海外直接投資（子会社保有）をした中小企業の従業員伸び率 

(2002 年度開始) 
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表 12. 海外直接投資企業の国内従業員数の伸び率(1998 年～2004 年) 

表 11、12 ともに示していることは、海外展開を行った企業は、していない企

業に比べて、その後国内での雇用を増やしているという事実である。一般的には

海外展開をする際には、産業の空洞化が叫ばれるように、日本の事業を縮小する

代わりに、海外に進出するイメージがあるが、実際には国内の雇用を増やしてい

るということである。 

海外展開する目的は様々なあり、海外での低コスト生産や販路の拡大、大手取

引先に追従するためなど様々である。しかし、海外に展開することで空洞化する

といわれがちではあるが、海外展開は日本人の日本での雇用を増やす傾向にあり、

日本人の雇用が喪失するという批判は当たらないことがわかる。 

 

 

2-3 まとめと問題意識 

大きくまとめると、以下の 2 点が指摘できる。 

 日本企業は概して成長が鈍化しており、海外展開を目指す企業は増えてい

る。しかし、創業期から早めに海外に進出する企業は少なく、企業の成長

のステージに合わせて海外展開を志向する会社が多い。 

しかし、国内市場に最適な製品を製造販売し、国内向けの営業体制が整っ

た後に国内に軸足を置きつつ、海外展開を志向するため、将来への投資と

なる海外展開に力が入らず、柔軟に対応することが難しい可能性があると

も考えられ、どのようなタイミングで海外展開を行うのが良いか検討する

必要がある。 
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 海外展開は収益向上につながると考えている会社が多く、海外展開したい

と思っている会社は多いと考えられる。しかし、従業員の少ない会社はほ

とんど海外展開できておらず、創業当初から海外に出ていく会社は実際に

はほとんどないという現状が見て取れる。 

日本の中小企業の現状はこの通りである。次章ではボーングローバルモデルに

ついて検証しつつ、日本型ボーングローバルモデルについて検討する。 
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第３章 ボーングローバルモデルと仮説 

3-1 ボーングローバルモデルに関する先行研究 

 

 企業の海外展開のプロセスについては、長年様々な議論が行われている。基本

的には国内事業を成長軌道に乗せて十分なノウハウやリソースを確立した後に、

海外への技術供与や海外事業部を設置しての販売活動を行った後に、海外直接投

資を行うといった、国内で地盤を固めてから、最後に海外に出ていくという伝統

的な国際化プロセスの研究が中心であった。 

 しかし、その後の研究で、「ボーングローバル企業」の存在が明らかになり、

マッキンゼー社がオーストラリアの新興企業が従来の海外展開モデルとは異な

り、起業後すぐに海外展開を目指して、成功した点から”Born Global”として

レポートされたことから始まったとされる。(Mckinsey＆Co, 1993; Rennie, 1993） 

さらに、Knight & Cavusgil（1996）により、初めて学問的な刊行物の中で詳

細に検討しており、彼らはボーングローバル企業の要件として、以下の２点を挙

げている。 

ボーングローバル企業の要件 

①創業から３年以内に外国市場で最初の製品を販売している企業 

②母国市場の外で売上高の少なくとも 25％を上げている企業 

このボーングローバル企業と歴史ある多国籍企業の海外展開の手法は大きく

異なる。多国籍企業では基本的には本社のある「本国」と「展開先」の関係が中

心であり、基本的には本国のある本社がコントロールする傾向がある。製品開発

や組織運営の観点からも本社支社の関係や国の違いなどを配慮しつつ、多国籍企

業としてのマネジメントを行わなければならない。 

しかし、ボーングローバル企業の場合、最初からグローバルな市場に打って出

ることを念頭に置いているため、本社をどこに置くといった概念ではなく、グロ

ーバルに本社を置き、人材採用面でも同様であり、才能ある人材を国籍問わず採

用する傾向にある。さらに、技術面においても、自国での開発のみにこだわらず、

技術に優位性のある国での開発を自由に行うことが出来る土壌を持っている。特

に欧州の中でもフィンランド・スウェーデン・ノルウェーなどの北欧企業を中心

に、自国の市場規模が小さいために自然と海外に出ていく傾向が強く、数多くの

ボーングローバル企業が誕生している。 
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この後も、母国市場では未成熟な企業が海外に早く打って出る企業の存在につ

いて研究が進んでいるが、日本におけるボーングローバル企業の研究は一部見ら

れるものの、理論の説明や、リソースベースビュー的視点からの検討が行われて

いるのみで、どういった場合や状況で、日本でボーングローバル企業が成功する

のかといった点についての研究は行われていない。 

 

理論 

 

理論としては、主に 4つの理論に立脚することとなる。 

1. ボーングローバル企業に関する理論を活用する。 

内容については前述のとおりであるが、この理論はあくまでもひな形として活

用するものであると考えている。Knight 氏らの考え方を踏まえつつも、日本型

に再定義し、日本で早期に海外展開可能なパターンとパフォーマンスとの連動性

を分析する。 

 

2. コンティンジェンシー理論（環境適合理論） 

外部環境の変化に応じて、組織管理の方針を柔軟に変化させるべきであるとい

う理論である。バーンズ＝ストーカーやローレンス＝ローシュの研究により、外

部環境に合わせた組織を柔軟に作るためには、画一的な組織論的な答えは存在せ

ず、外部環境に応じて、ケースバイケースでその時の状況に合わせた戦略と組織

を構築すべきという理論である。 

日本企業はこれまで、グローバル化の進展、新興市場の成長という外部環境の

変化に対応するために、日本企業は過去に成功を収めた組織や製品開発の体制を

変化させ続けている。例えば製品開発においては、従来の中央研究所を設けて、

そこで基本的な技術開発を起こす仕組みは徐々に改められており、海外のニーズ

を取り込み、特に成長著しい新興国市場のニーズを理解しより良い製品開発を行

うため、大企業でも海外人材を積極的に採用して、ローカルでのイノベーション

を起こす取り組みを始めるなど、日本企業が取るべき施策も徐々に変化してきて

いる。 

今後更に国内市場が成熟化し、海外市場、特に新興国がさらに成長する環境下に

適合するためには、創業直後から海外展開を目指すボーングローバルモデルは環

境適合の一環であるといえる。 
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3. リソースベースドビューとポジショニングアプローチ 

中小企業が早期に海外展開するにしても、その進出には何らかのリソースがあ

るからこそ展開が可能である。つまり、自社に何らかの有効な資源を保有してい

ると考えられ、ボーングローバル企業が他社から模倣困難な資源をどのように獲

得したかといった点についても研究の対象となる。また、近年のモバイルゲーム

産業を見ると、比較的容易に海外展開を遂げている状況を見ると、どのような業

界に属するかというのも、海外展開が容易に実現できそうかどうかも考慮に加え

る必要がある。 

 

3-2 日本企業におけるボーングローバルについて 

本節では日本企業のボーングローバルについて検討する。これまで日本の中小

企業のデータとボーングローバルモデルについて検討してきたが、日本企業の成

功モデルとして、Knight 氏の提唱したボーングローバルモデルがそのまま現時

点で適応するとは言い難い状況である。主な理由としては、主に以下の３点が挙

げられる。 

1. 日本市場の規模は依然として大きく、中小企業にとってはリスクを海外に出

る必要がない。 

日本の名目 GDP は 2011 年時点で 5.867 兆アメリカドルであり、世界第３

位の規模を誇っており、自国に十分な市場のある国といえる。当然、日本人

にとって一番よく知っている自国の市場で成長を求めるのが容易であり、海

外展開を行うのはどうしても後になりがちである。 

2. 日本の方が技術力やコスト競争力の面で優れており、海外に出る必要がない。 

日本には依然として科学繊維や素材など技術力の面で優れている業界が

多数存在する。さらに、熟練工も多数いることから、実際には日本で製造・

加工する方が安く済む製品や業界もある。よって、海外にそもそも出ていく

必要がないというケースがあると考えられる。 

3. 国際展開に必要な人材やノウハウが育っていない。 

 海外展開を行うにあたって、言葉や文化の壁、商習慣の壁などを乗り越え

ることは重要なポイントとなる。しかし、日本ではこれらの点での支援がま

だ不十分である。例えば、JICA には国際化支援メニューもあるが、ある程
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度大きくなった会社に向けたものがメインであり、創業直後から海外に進出

することに対するサポートのメニューは十分ではない。さらに、海外で活躍

できるグローバル人材も十分に育成出来ているとはいえず、海外展開をする

といっても、実行が難しい状況にある。 

上記のような困難な状況もあり、日本企業に関しては、ボーングローバル企業の理

論を背景にしつつも、日本企業向けに修正することで、日本企業に適したボーングロ

ーバルモデルの使い方を模索する必要がある。 

 ボーングローバルモデルが有効な要件と適合度について 

企業にとって、ボーングローバルモデルが有効な要件を検討し、その適合度を考え

ることとする。この適合度の考え方自体はグローバル共通で考えられるモデルとして

検討した。まず検討の大きな切り口として、外部環境の適合度と、内部資源の適合度

に切り分けて、各要件を切り出すこととした。 

 外部環境適合度 

国や産業といった外部環境はボーングローバルの適合度に大きな影響を与えてお

り、国レベルでは、自国の産業規模や母国語圏での産業規模などが考えられ、産業で

は自国内でのその産業の成長度合いや、産業の国際競争力があげられる。 

例えば、英語圏の国の GDP は依然として世界一である。例えばシンガポール・フ

ィリピンや北欧諸国などの英語話者の多い国は、言語的な壁が少なく、この英語圏の

大きな市場にアクセスが可能である。例えば、フィリピンにおけるグローバル企業向

けのコールセンターのアウトソーシングサービスなど、英語圏の持つ市場規模を活か

した世界規模でのビジネス展開が可能である。こういった大きな市場へのアクセスの

容易性が高い方が、ボーングローバルモデルの適合度が高いといえる。 

 内部資源適合度 

その企業の持つリソースが、ボーングローバルモデルに適していればいるほど、当

然ながらボーングローバル的な経営を行うのに適しているといえる。 

企業の扱っている製品の国際競争力が非常に高い場合はそのまま海外に展開する

ことで海外市場に打って出ることができるし、または国内では競争力で劣っている場

合でも、海外市場を求めることで、進出先国の競争レベルでは優位に立つことができ、

その国で成功を収める場合もある。 

例えば、オーストラリアで競争劣位にあった企業が、タイに進出し、タイの技術水

準の中では競争優位であったため、成功を収めた例などがある。このように一概に競
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争劣位の製品を扱っているからといって成功できないとはいえず、競争劣位であるこ

ともボーングローバル適合度を高める要因となりうる。 

さらに、企業内の人的・組織的な資源として、国際的な経験を持ち、グローバル組

織を運営できる経営者がいるかどうか、また進出先国にどれだけオペレーションの自

由度を与えているかもボーングローバルの適合度を高める効果がある。 

 日本型ボーングローバルモデルについて 

日本型ボーングローバルモデルを考えるにあたって、まずはこれまでの内容を類型

化し、チャート化して考えてみたい。先ほど述べたボーングローバルモデルの外部環

境適合度と内部資源の適合をベースに以下の表のように 2by2 マトリックスをベース

に考えたい。縦軸に内部環境の適合度、横軸に外部環境適合度を取り、それぞれのケ

ースについて考えてみたい。 

 

 

表 13.ボーングローバル類型化に関する 2by2 マトリックス 
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従来のボーングローバルモデルで語られてきた企業は、基本的に外部環境適合度も

内部資源の適合度も高い企業群が多い。フィンランドなどの北欧諸国やオーストラリ

アなどの国は、英語圏市場への言語的な障壁は比較的低くアクセスでき、産業として

もある程度の競争力を持っているといえる。そのため、ある意味ボーングローバル企

業として成長していくのが自然な流れであり、外部環境や企業の内部資源に適した戦

略をとっているといえる。 

一方、図表の左下日本企業に視点を移すと、これまでの調査内容が示す通り、多数

の企業は外部環境、内部資源の適合度共に低い会社が多く、グローバル化に時間をか

けてから進出しているといえる。このような共に低い会社がグローバル化を早急に進

め成功を収めることは難しいと考える。 

しかし、日本企業の中小企業には、大企業の子会社も多く含まれている。この大企

業の子会社が海外展開に成功しているケースもある。今回は 2 つの成功例として、フ

ァナックと日本電産を取り上げて検討する。 

 

 日本電産株式会社（TypeA の例） 

日本電産株式会社（以下、日本電産）は、京都に本社を構える企業で、精密・小

型モータの開発・製造では世界一のシェアを誇っている。 

日本電産は、永守重信現社長が 1973 年に精密小型 AC モータを製造する工場を

京都・桂に設けたのちに、すぐに 1974 年にはアメリカに代理店を置いている。さ

らに、1975 年には欧州・アジアにも代理店を置くなど、積極的な海外展開を行い、

その後も M&A などの手法も活用しながら、海外展開を続けている。 

このように日本企業にも過去にはボーングローバルモデルに近い歴史を経てい

る企業は存在する。当時の日本の外部環境を考慮すると、外部環境・内部資源のど

ちらの適合度が高いかと考えると、外部環境の適合度性が高かったために、このよ

うな戦略をとったと考える。 

理由としては、精密・小型モータの市場は、国内では競争も激しかったと考えら

れ、海外に進出するよりほかなかったという状況があったと考えられる。 

永守氏のリーダーシップによる海外展開の影響もあるため、内部資源的にもある

程度適合していたと考えられるが、その意思決定も、基本的には外部環境による影

響が大きく企業の意思決定に影響を与えると考えられ、TypeA として、外部環境
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が適合していたためにボーングローバルモデルに近い意思決定をして成功した企

業の一つであるといえる。 

 

 ファナック株式会社（TypeB の例） 

ファナックは、富士通の計算制御部から独立して、1972 年に分社独立した。主力

商品は、工作機械用 CNC（コンピューター数値制御）装置で、世界首位で世界市場

の半数をおさえており、独シーメンスを抑えて、シェア 1 位を獲得している。 

ファナックは 1956 年に富士通の社内ベンチャーとして生まれ、最初は、多額の研

究開発が必要で 1965 年まで赤字が続き、非常に苦しい経営を行っており、その期間

は親会社からの支援を得ていた。その後は、日本で最初の NC を武器に成長し、業界

内で世界を席巻した企業である。 

このように大企業の子会社には以下のようなメリットがあると考えられる。 

 親企業の資本を使った技術投資が可能で、技術面で競争優位を得やすい 

特に製造業では、創業期は新製品の開発などの投資で多額の資本が必要と

なりやすく、赤字となりやすいが、親会社からの支援をある程度得られる

ことから、この時期を乗り越えて得られた技術は競争優位となりやすく、 

 海外進出に関するノウハウが共有されやすい 

海外進出に関しても、大企業にはその経験やノウハウがあるため、それら

が子会社にも伝承され、比較的海外展開に対するアレルギーが少なく、資

本面でも安定性が高いことから、初期から積極的に海外展開していくこと

が可能である。 

基本的には、ファナックは国内工作機械・ロボット産業の成長とともに国内ベース

での成長を志向しつつも、製品の競争優位と海外展開ノウハウの優位性を活かして、

海外展開でも成長していく。よって、内部資源が優位である TypeB の例としてはフ

ァナックが適切であるといえる。 

このように日本企業でも、過去にはボーングローバルモデルに近い海外展開をして

成功した例はあり、特に TypeA や TypeB のように内部資源・外部環境のどちらかが

足りない状況ではあるものの、どちらかの面で高い適合度を有していた場合には比較

的創業初期から海外展開を目指す方が良いのではないかと考えられる。また、大企業

の子会社であっても積極的な海外展開を打ち出すリソースといった面では豊富にあ

るため、一概にボーングローバル的要素を打ち消しているとは言い難く、創業初期か
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ら海外に進出することで成功できる可能性もあるといえ、海外展開成功の経路は様々

であるが、内部資源・外部環境のどちらかの面で高い適合度を有していた方が、海外

展開が比較的容易であるといえる。 

 

3-3 仮説 

これまでの調査結果から、以下のような仮説を立案した。 

 

 仮説 1.グローバル化は企業のパフォーマンスを加速させる 

企業はなぜ海外展開するのかを考えると、自社のパフォーマンスが改善する

からこそ、進出を決めたわけである。実際に、海外展開した企業は国内従業員

を増やしており、そもそもグローバル化により、進出した企業のパフォーマン

スは上がるという仮説を置き、検証をする。 

 

 仮説 2.ボーングローバル適合度が高いほど、パフォーマンスが高い傾向がある 

本章で述べたようにボーングローバルに関して適合度合いを表す指標を用

いて、ボーンを表す指標と、グローバルを表す指標に分けて解析を行い、パフ

ォーマンスと相関があることを調査する。 

 

 仮説 3.多数の国に進出している企業ほど、企業のパフォーマンスは高い 

 ボーングローバルモデルでは、特定の国に依存することなく、様々な国に進

出することで、自国では得られなかった市場を開拓していくことがパフォーマ

ンスにつながると考えており、この仮説 3 を今回の解析で調査する。この仮説

の検証から、進出国数とパフォーマンスの関係を探りながら、適切な日本企業

の海外展開のスピードについても検討を加える。 
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第 4章 解析手法と分析結果 

これまでの調査をもとに立案した仮説を検証するために、以下の解析を行った。 

本章ではその解析手法とその結果について記す。 

4-1 目的 

本来ボーングローバルモデルは、グローバルレベルでのモデルであり、国とい

う枠組みにとらわれるものではないと考えられる。よって、理論的なモデルにつ

いては日本以外の国でも適用できるように考慮したものとする必要があり、前述

の日本型ボーングローバルモデルもグローバルに通用する仕組みとして考慮し

ている。 

しかし、ボーングローバルモデル自体は約 20 年程度の歴史がある反面、対象

となる会社のデータベースが充分に整備されておらず、解析的な研究やフィール

ドワーク的な研究が散発的に行われている程度であり、海外のデータを含めた形

で、グローバルレベルの解析を行うにはデータとして不十分であり、実施が困難

な状況である。 

よって、この実証検証に関しては、情報が充分に取得可能な日本企業を対象に

行い、対象としては 3 章で提示した仮説に対する検証を行うこととした。 

 

4-2 解析手法 

 対象 

今回の解析を行うにあたって解析の対象を以下のように決定した。 

1. 日本企業 

今回はデータが豊富に選べる点、当初から日本企業に対する示唆を与えたい

と考えていたため、日本企業を解析対象として、仮説の検証を行うこととし

た。 

2. 資本金 1 億円以下の中小企業 

中小企業の定義は様々な決め方がある。今回は一番シンプルな税法上の中小

企業の定義である 

 



 

23 

 データ 

 東洋経済海外進出企業総覧 

2011 年までに海外展開した企業を掲載している海外進出企業総覧を使用し

た。本データベースには大企業から小企業までデータが掲載されているが、今

回は資本金を 1 億円以下に絞り、検証を行った。 

また、この東洋経済海外進出企業総覧からは、以下のようなデータを収集し

て、今回の解析に使用することとした。 

 出資側日本企業の情報 

社名 

上場区分 

業種名 

海外子会社数 

 海外子会社の情報 

現地法人名 

国名 

代表者名  

業種名 

事業内容  

資本金  

従業員合計 

進出時期 

日本側出資合計 

出資企業  

合弁相手先  

売上高決算期 

売上高  

収支状況   

投資目的 
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表 14 東洋経済海外進出企業総覧ホームページ 

本データでは、展開先企業の売上高等はわかるものの、海外展開を行った日本側の

親会社の業績データを得ることができず、海外展開がどのように日本企業側の利益に

貢献するかが解析できない。 

よって、さらに「日本の会社 100 万社」のデータベースを利用して、東洋経済海

外進出企業総覧から得られた会社データを紐づけて、親会社の情報を得ることとした。 
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表 15. 日本の会社 100 万社 データベース画面 

日本の会社 100 万社のデータベースからは以下のような情報を収集した。 

 収集情報 

会社名・設立年度 

売上高（2007 年度～2011 年度） 

税引後利益（2007 年度～2011 年度） 

代表者名 

役員名 

株主構成 

取引先・仕入先・取引銀行 

この 2 つのデータベースを利用して、解析を行うこととした。 

 解析手法 

 解析ツール 

Microsoft 社の Excel 上の散布図、IBM 社の IBM SPSS Statistics を利用

して解析した。 
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 ボーングローバル度合いとパフォーマンスの解析上の定義について 

2 つのデータベースから得られたデータを活用して、ボーングローバル度

合いと企業のパフォーマンスを以下のように定義した。 

 ボーングローバルポイント（計 200 点） 

 会社ポイント（合計 50 点） 

 取引先上場企業： 

大手会社との取引を製品競争力ありと判断（10 点） 

 外国人役員： 

外国人役員はボーングローバルを加速させると判断（10 点） 

 展開国数 

展開国数が多ければ多いほど、成長できると判断（上限 30 点） 

 業界ポイント（合計 30 点） 

・現時点ではボーングローバル適合度が高いと判断できるサービス業

に 30 点。その他製造業などは 0 点とした。 

 現地オペレーション度ポイント（合計 50 点） 

・外国人役員を登用しているか？（30 点） 

・海外子会社での日本人比率を採点基準とし、現地オペレーションを

推進している企業にポイントを付与（20 点） 

 進出時期ポイント（30 点） 

・創業後、何年で初めて海外展開したかを調査し、進出時期が早い方

に高得点を付与。 

 オーナーシップポイント（20 点） 

・日本側出資比率を高くしている会社ほど、自社の強みを生かしたオ

ペレーションが可能であり、出資比率に応じてポイントを付与。複数

社海外展開している場合には、最大の出資比率を採用。 

 パフォーマンスポイント（計 100 点） 



 

27 

 売上成長率（計 40 点） 

 2006 年-2010 年の成長率(20 点) 

 2009 年-2010 年の成長率(20 点) 

 当期純利益（計 20 点） 

 過去 5 年平均（20 点） 

 売上高純利益率（計 20 点） 

 過去 5 年平均（20 点） 

 永続性（20 点） 

 事業継続年数（計 20 点） 

 

 解析内容 

 仮説 1.グローバル化は企業のパフォーマンスを加速させる 

解析として、中小企業白書のデータと今回抽出した海外展開している中小企業

の売上高成長度等のデータの中央値による比較を行った。 

 

 仮説 2.ボーングローバル適合度が高いほど、パフォーマンスが高い傾向が

ある 

 仮説 3.多数の国に進出している企業ほど、企業のパフォーマンスは高い 

仮説 2 を実証するために、今回はボーングローバルポイントの中からデータを

選んで検証することとし、ボーングローバル適合度を①「ボーン」を表す指標

と②「グローバル」を表す指標に分けて検証を行うこととした。 

今回、「ボーン」を表す指標としては、今回「創業後年数」を利用することと

した。しかし、注意して頂きたいのは、この項目は、創業後何年後に初めて海

外拠点を持ったかを表しており、実際には数字が大きいほど、古いという意味

を表し、小さいほど創業直後に海外展開しているという意味を持つ。そのため

解析上「ボーン」であればベータ値がマイナスと表記されるため、混乱を招き

やすい点に注意を頂きたい。 
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「グローバル」を代表する指標としては、「展開国数」を取り、この 2 つの指

標を使って分析を行った。 

主に、以下の 3 つの点に注目して実施した。 

1. 「ボーン」指標がパフォーマンスに与える影響について 

2. 「グローバル」指標がパフォーマンスに与える影響について 

3. 「ボーン」と「グローバル」を掛け合わせたときのパフォーマンスに与え

る影響について 

 分析手法：重回帰分析 

 従属変数：パフォーマンスポイント 

 独立変数：展開国数、創業後年数、取引先上場、外国人役員、創業後年数

×展開国数、創業後年数×外国人役員、創業後年数×親会社上場企業、創

業後年数×展開国数×取引先上場×親会社上場 

 

4-3 解析結果 

解析結果 1.グローバル化は企業のパフォーマンスを加速させる 

 方法 

2009 年～2010 年の売上高成長率を比較することで、海外展開している企業が国内

でビジネスをしている企業に対して、成長を遂げていることを確認する。 

 すべての企業の合計 

中小企業白書より得られた 2009 年、2010 年の売上高の伸びの中央値は 1.55%と

なる。 

 今回のデータで得られた数値の中央値 

本解析のデータベースから得られた、2009 年～2010 年の売上高の伸びの中央値は、

6.04%となる。 

 考察 

景気が成長基調にあるときには、海外展開した企業の方が高いパフォーマンスを示

しており、基本的にはこの仮説は成立するといえる。 
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リーマンショック等の急激な景気後退時にも、海外展開していた企業の方がリスク

分散の観点からも、パフォーマンスが高いと想定され、基本的には、本仮説は成立す

ると考える。 

解析結果 2,3 

本検定で用いる有意水準を 0.05 とした．また，分散拡大要因(VIF) は 最大 5 と

し、重回帰分析を行った結果、以下の通りとなった。 

（** p<.01, * p<.05 + p<.1） 

得られた結果 

 再度記述するが、「ボーン」の指標として今回利用する「創業後年数」の指標

は、創業後何年後に海外展開したかを表すため、小さいほど創業直後に海外展

開し、大きいほど創業後遅く海外展開することになるため、マイナスの数値に

なる方が、「ボーン」の度合いが高い点についてはご注意頂きたい。 

 「グローバル」の指標である「展開国数」はプラスの傾向値が出ており、展開

国が多いほど、パフォーマンスが上昇すると考えられる。 

 「ボーン」の指標となる「創業後年数」もプラスの傾向値が出ている。これに

より、創業後比較的遅めに海外展開した方が、パフォーマンスが上昇すると考

えられる。 

 しかし、「ボーン」と「グローバル」を組み合わせた交差項の「創業後年度×

展開国数」の項を見ると、有意水準を満たしていないもの、マイナスの数値が

出ている。単独ではプラスの要素であった 2 つの変数であったが、掛け合わせ

独立変数 B 有意確率 

展開国数 1.732 .083 † 

創業後年数 0.255 .001 ** 

取引先上場 -4.114 .209(ns) 

外国人役員 14.936 .256(ns) 

創業後年数×展開国数 -0.025 .246(ns) 

創業後年数×外国人役員 -1.129 .501(ns) 

創業後年数×親会社上場企業 0.204 .141(ns) 

創業後年数×展開国数×取引先上

場×親会社上場 

-0.060 .325(ns) 

説明率(R-Square Adjusted) 0.059*  
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ることでマイナスになってしまった。つまり、海外に創業後遅めに展開した方

がよいとも言い切れず、「ボーン」と「グローバル」を組み合わせることで、

より良いパフォーマンスを得られる可能性もあることを示唆している。 

 よって、本解析からはボーングローバルモデルがいかなる場合でも高いパフォ

ーマンスをあげるわけではなく、外部環境や企業の持つ内部資源などの状況に

合わせた形で、ボーングローバルモデルを活用することが求められているとい

える。 
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第 5章 結論と示唆 

本研究の結論と得られた今後への示唆を記す。 

5-1 結論 

1. 海外展開に関しては、一般的に企業のパフォーマンスを加速させるといわ

れていたが、創業期の企業や中小企業にとっても同様で、企業パフォーマ

ンスを加速するという結論が得られた。 

2. ファナックや日本電産のように、日本型のボーングローバルモデルともい

える企業が存在することを確認した。さらに、その類型化のもととなる、

内部資源・外部環境の観点から見たボーングローバル適合度のモデルを提

案した。 

3. ボーングローバルモデルの有効性について重回帰分析を用いて実証を行っ

た結果、展開国数が多いとパフォーマンスが高まり、また創業後遅めに海

外展開するとパフォーマンスが高まる傾向があるという結果が得られた。 

しかし、この 2 つを組み合わせて、創業後遅めに、多数の国に海外展開す

ると、パフォーマンスが高まるという結果が得られず、傾向としては逆に

パフォーマンスを低める傾向もみられた。 

4. ボーングローバルモデルがすべての場合高いパフォーマンスを出すとは一

概に言えないことがわかった。よって、ボーングローバルモデルは万能な

モデルではなく、あくまでも外部環境や内部資源の状況に応じて活用する

モデルであるということがいえる。 

5. 日本の中小企業に関しては、総じて成長のステージに合わせて、国内市場

での成長を経てから、その後海外展開するケースが多い。しかし、今回の

結果からは、海外展開を創業後遅めに積極的に行ったとしても高いパフォ

ーマンスをあげられるとは限らないため、必ずしもこのやり方が正しいと

は限らない。外部環境や内部資源などの動向を見ながら適切な海外展開の

方法を創業当初から模索する必要があるといえる。 

 

5-2 示唆 

 ファナックや日本電産のように、日本型のボーングローバルの類型化を行

うことは出来たが、実際に何が成功要因となるのかといった明確な理由付
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けを行うことが出来なかった。 

この点は世界におけるボーングローバルのデータが充分に揃っていない

点からモデルを直接解析することは困難であった。今後の研究活動の進展

に伴い世界中のボーングローバル企業のデータが揃ってくると、さらに精

緻なモデル化と解析が可能になると考える。 

 今回調査対象としたデータについては、重回帰など一般的な解析をしたに

過ぎない。この中から特異点的なデータを抽出して、詳細な調査を行うこ

とで、グローバル化で成功した企業の特徴を得られることが出来た可能性

がある。 

 グローバル企業の定義を検討する中で、どうすればボーングローバルモデ

ルは成功したといえるのか、定義についても更なる検討を加える必要があ

る。ボーングローバル企業には、ハードルとして外国との決済が発生する

点がある。ボーングローバル企業は、基軸通貨であるアメリカドルとは異

なるローカルの通貨を持っているケースが多い。 

グローバルレベルでのビジネスを成功させるためには、グローバルに視座

を持ち、商品を販売し、ドルベースで財務を考えられる企業になる必要が

あり、どのレベルまで発展すれば成功として良いのかをさらに検討するこ

とで、本解析モデルも精緻化すると考えられる。 
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参考資料 

1.ファナック社の沿革(1956 年～1982 年) 

 S31 (1956) 民間における日本最初の NCの開発に成功 

 S33 (1958) FANUC NC の商用 1号機を（株）牧野フライス製作所へ納入 

 S34 (1959) 日本最初の連続切削 NC を完成 

電気・油圧パルスモータ第 1号機完成 

 S35 (1960) 連続切削用オープンループ NC の一号機完成 

 S40 (1965) 歴史的なブームを巻き起こした直線切削用 NCの一号機完成 

 S41 (1966) 世界で最初の全 IC化 NC を完成 

 S43 (1968) 世界で最初の実用化群管理システムを完成 

 S44 (1969) 完全モジュール化 NCを完成 

 S47 (1972) 富士通（株）より分離、当社設立 

CNC を発表 

NC ドリルを開発 

 S49 (1974) 

o ロボットを開発、自社に導入 

o 稲葉社長（現名誉会長）がアメリカ NC 協会よりジョセフ マリー ジャカード

賞を受賞 

o GETTYS 社と提携、DC サーボモータ完成 

 S50 (1975) 

 ワイヤカット放電加工機完成 

 S51 (1976) 

 シーメンス社との共同出資により、米国に GENERAL NUMERIC CORPORATION を

開設 

  
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 S52 (1977) 

 稲葉社長（現名誉会長）が SME（生産技術者協会）より SME エンジニアリング

サイテーション賞を受賞 

 稲葉社長（現名誉会長）がブルガリア政府より第一級勲章を受章 

 FANUC USA CORPORATION を開設 

 自動化研究所開設 

 S53 (1978) 

 韓国の貨泉機工社との共同出資により、KOREA NUMERIC CORPORATION を開設 

 FANUC EUROPE S.A. を開設 

 S55 (1980) 

 ブルガリアに FANUC-MACHINEX JOINT OFFICE を開設 

 FANUC U.K. LIMITED を開設 

 FANUC GERMANY GmbH を開設 

 富士工場完成 

 S56 (1981) 

 ブルガリアの FANUC-MACHINEX JOINT OFFICE を FANUC-MACHINEX LTD に変更・

設立 

 昭和天皇より稲葉社長（現名誉会長）が紫綬褒章を賜る。 

 S57 (1982) 

 ルクセンブルグ大公国に FANUC MECHATRONICS S.A. を開設 

 技術研修所開設 

 ゼネラルモータース社との共同出資により米国に GMFanuc Robotics 

Corporation を開設 

 7 月 1 日、富士通ファナック株式会社からファナック株式会社に社名変更 

 9 月 19 日、英国のサッチャー首相が当社富士コンプレックスを見学 

 AC サーボモータ完成 
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2.日本電産株式会社（沿革） 

 1973 年（昭和 48 年)  

 7 月  京都市西京区に現代表取締役社長永守重信が資本金 2,000 万

円で日本電産株式会社を設立 

 8 月  精密小型 AC モータの製造・販売を開始 

 

 1974 年（昭和 49 年）  

 10 月 米国に代理店をおく 

 11 月 本社京都市中京区大宮に本社事務所を移転 

 

 1975 年（昭和 50 年）  

 1 月  アジア、欧州各国にも代理店を拡大 

 2 月  亀岡工場 京都府亀岡市に亀岡工場を新設 

 4 月  ブラシレス DC モータの本格生産開始 

 

 1976 年（昭和 51 年）  

4 月 米国日本電産株式会社現地法人・米国日本電産（株）を設立 

 1978 年（昭和 53 年）  

11 月 米国のファンメーカー・トリン社と日本電産トリン（株）を設立し、

ファンブロワー分野へ本格的進出を図る 

 1979 年（昭和 54 年）  

10 月 8 インチ型ハードディスク装置用スピンドルモータの生産を開始 


